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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面交付請
求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆
様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送り
いたします。

（電子提供措置の開始日2023年5月29日）

第 1 0 5 期 定 時 株 主 総 会 招 集 ご 通 知
その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表
（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
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連結注記表

連 結 注 記 表

１. 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社

　すべての子会社を連結しております。
① 連結子会社の数 80社

国内連結子会社の数 39社
在外連結子会社の数 41社

② 主要な連結子会社の名称
㈱ニチレイフーズ、㈱キューレイ、GFPT Nichirei (Thailand) Co., Ltd.、Surapon 
Nichirei Foods Co., Ltd.、InnovAsian Cuisine Enterprises Inc.、Nichirei Sacramento 
Foods Corporation、㈱ニチレイフレッシュ、㈱ニチレイロジグループ本社、㈱ロジステ
ィクス・ネットワーク、㈱ニチレイ・ロジスティクス関西、㈱キョクレイ、Hiwa 
Rotterdam Port Cold Stores B.V.、Thermotraffic GmbH、㈱ニチレイバイオサイエンス

③ 連結子会社の異動
(新規設立による増加　1社)

上海鮮栄物流有限公司
(株式追加取得による持分の増加による増加　2社)

Nichirei Sacramento Foods Corporation、NL Cold Chain Network(M)SDN BHD

２. 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用会社

　すべての関連会社に持分法を適用しております。
① 持分法を適用した関連会社の数 18社

国内持分法適用関連会社の数 10社
在外持分法適用関連会社の数 8社

② 主要な持分法適用会社の名称
㈱日立フーズ＆ロジスティクスシステムズ

③ 持分法適用会社の異動
株式取得による増加　2社
新株割当による増加　1社
新規設立による増加　1社
株式追加取得により持分が増加し連結子会社となったことによる減少　2社

[連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記]

(2) 持分法の適用の手続きについて特に記載する必要があると認められる事項
　持分法の適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる関連会社は９社で、当該関連会社の
事業年度に係る財務諸表又は直近の四半期決算を基にした仮決算により作成した財務諸表を使
用しており、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお
ります。

－ 1 －
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４. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券
(ｲ) 市場価格のない株式等 連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法

以外のもの （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定しております。）

(ﾛ) 市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
② 棚卸資産

商品及び製品、仕掛品、 主として総平均法による原価法
原材料及び貯蔵品 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、賃貸用ビル及び1998年４月１日以降取得した建物
（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物につ
いては定額法を採用しております。なお、在外連結子会社は、定額法を採用しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づいております。

③ リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なる子会社は、Nichirei Holding Holland 
B.V.等、決算日が12月31日の連結子会社が41社であります。なお、連結計算書類の作成にあ
たっては、当該子会社の決算日現在の計算書類を使用しており、連結決算日との間に生じた重
要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見積額を次のとおり計上しております。
(ｲ) 一般債権

金融商品に関する会計基準に基づく貸倒実績率法
(ﾛ) 貸倒懸念債権及び破産更生債権等

金融商品に関する会計基準に基づく財務内容評価法
② 役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支払いに備えるため、当連結会計年度末における支給見込額を計上し
ております。

③ 役員退職慰労引当金
　国内連結子会社は、役員及び執行役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく
当連結会計年度末要支給額を計上しております。

－ 2 －
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(4) 収益及び費用の計上基準
① 加工食品事業、水産事業、畜産事業、その他の事業（バイオサイエンス事業）

　調理冷凍食品、水産品、畜産品、診断薬等の製造・販売を主な事業とし、出荷時から当
該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出
荷時に収益を認識しております。また、収益は顧客との契約において約束された対価から
返品、値引き及び割戻し等を控除した金額で測定しております。
　なお、水産事業、畜産事業において、支給品を買い戻す義務を負っていない有償支給取
引については、支給先から受け取る対価は収益として認識しておりません。

② 低温物流事業（物流ネットワーク事業、地域保管事業、海外事業）
　顧客から預かった荷物をトラック等の車輛を使用して輸送・配送する役務の提供、顧客
から預かった荷物の品質管理・在庫管理や荷物の入出庫作業、梱包作業等の役務の提供を
主な事業とし、履行義務が充足される役務提供完了時に収益を認識しております。

③ 不動産事業
　リース取引に関する会計基準に基づき、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて収益を認
識しております。

(5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 重要なヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。ただし、振当処理の要件を満たす為替予約
等については、振当処理を行っております。また、特例処理の対象となる金利スワップ等
は、当該特例処理を行うこととしております。

② 退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を
退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

③ のれんの償却方法
　のれんは発生日以後20年以内の期間で均等償却しております。ただし、金額が僅少な場
合は、発生年度にその全額を償却しております。

－ 3 －
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[会計上の見積りに関する注記]
（固定資産の評価）

１. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　株式会社ニチレイバイオサイエンス（その他の事業）
　　有形固定資産及び無形固定資産　２,873百万円

株式会社ニチレイバイオサイエンスは、分子診断薬事業、バイオ医薬品原料事業、イムノク
ロマト事業の３事業において診断薬・医療機器等の製造・売買を営んでおります。

当該会社は過年度において継続して営業損益がマイナスであったものの、当連結会計年度の
営業損益及び翌連結会計年度の事業計画上の営業損益がいずれもプラスであることに加え、そ
の他減損の兆候となる事象が生じていないことから、有形固定資産及び無形固定資産には減損
の兆候が認められないと判断しております。

２. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

当社グループは、セグメント別に資産グルーピング方針を定めており、その他の事業におい
ては規模や事業内容等を踏まえ、資産グループである各会社ごとに継続的な営業赤字、経営環
境の著しい悪化、用途変更及び市場価格の著しい下落といった減損の兆候の把握を行い、減損
の兆候があると認められる場合に、減損損失の認識の判定を行っております。

減損の兆候があると認められた場合、対象となる各会社の固定資産から得られる割引前将来
キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定
しております。その結果、減損損失の認識が必要と判定された場合、帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として計上しております。

(2) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
減損の兆候の判断には株式会社ニチレイバイオサイエンスの事業計画を利用しており、その

策定には将来の需要想定に基づく、イムノクロマト事業における販売数量を主要な仮定に用い
ております。

(3) 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
イムノクロマト事業の売上高は、新型コロナウイルス及びインフルエンザの感染者数の増加

に対応した需要の動向により大きな影響を受け不確実性が高く、また新型コロナウイルスの感
染症法上の分類変更等の影響により、イムノクロマト事業における抗原検査薬等の需要が低減
し、経営環境が著しく悪化する可能性があります。

株式会社ニチレイバイオサイエンスの事業計画の大幅な未達、利用可能な企業内外の情報に
照らして、事業計画の見直しが必要と判断した場合には、翌連結会計年度以降の営業損益の見
込みがマイナスとなり、減損の兆候に該当する可能性があります。この場合、回収可能価額が
固定資産の帳簿価額を下回り、減損損失の認識が必要となる可能性があります。

－ 4 －
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受取手形 137百万円
売掛金 101,137百万円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 314,214百万円

土地 729百万円

１年内返済予定の長期借入金 35百万円
長期借入金 1,094百万円

建物及び構築物 4,450百万円
機械装置及び運搬具
土地
その他の有形固定資産

2,232百万円
1,366百万円

8百万円

５. 流動負債その他に含まれる契約負債の残高 1,106百万円

[会計方針の変更に関する注記]
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17
日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定
会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定め
る新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。これによる連結計算書類に与え
る影響はありません。

[表示方法の変更に関する注記]
前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「為替差損」は、営業外費用

の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することといたしました。この表
示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示してい
た567百万円は、「為替差損」72百万円、「その他」495百万円として組み替えております。

[連結貸借対照表に関する注記]
１. 顧客との契約から生じた受取手形及び売掛金の内訳

３. 担保に供している資産及び担保に係る債務
(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

４. 国庫補助金等により固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳累計額

－ 5 －
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普通株式 134,042,599株

決　　　議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基　準　日 効力発生日
2 0 2 2 年 ６ 月 2 4 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 3,237百万円 25円 2022年３月31日 2022年６月27日
2 0 2 2 年 1 1 月 1 日
取 締 役 会 普通株式 3,367百万円 26円 2022年９月30日 2022年12月２日

① 配当金の総額 3,319百万円
② 配当の原資 利益剰余金
③ １株当たり配当額 26円
④ 基準日 2023年３月31日
⑤ 効力発生日 2023年６月28日

[連結株主資本等変動計算書に関する注記]
１. 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

２. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　2023年６月27日開催予定の定時株主総会において次のとおり付議します。

普通株式の配当に関する事項

[金融商品に関する注記]
１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
当社グループでは、運転資金需要や設備投資計画に照らして、必要な資金を銀行借入や社債

発行などにより調達しております。また、一時的に生じる余剰資金は安全かつ確実に運用する
こととしております。

なお、デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機目的では
行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。また、外

貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒され

ております。
営業債務である買掛金及び電子記録債務は、そのほとんどが1年以内の支払期日でありま

す。また、外貨建ての営業債務については、為替の変動リスクに晒されております。
借入金、コマーシャル・ペーパー、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務

は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。
デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目

的とした為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計の方法については、前述の「連結計算書
類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記」に記載されている「重要なヘッジ会計
の方法」をご参照ください。

－ 6 －
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権については、債権管理マニュアル等に従い日常管理を行い、取
引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財
務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

デリバティブ取引については、信用リスクの極小化のため、適格な格付けを有する金融機
関と取引を行うこととしております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社グループは、外貨建ての営業債権債務について、通貨別に把握された為替の変動リス

クを回避するため、為替予約取引を利用しております。
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
デリバティブ取引については、取引方針等を定めた管理規程に基づき、財務部門が取引を

行い、取引結果を当社及び連結子会社の取締役会の構成員に報告しております。
③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社及び主な国内連結子会社は、キャッシュマネジメントシステムを導入していることか
ら、当該システム参加会社の流動性リスクの管理は、当社が行っております。

当社は、各社、各部門からの報告に基づき、財務部門が、適時に資金繰り計画を作成・更
新するとともに、手許流動性を一定水準に維持するなどにより流動性リスクを管理しており
ます。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた
め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結注記表

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計　　上　　額 時　　　価 差　　　額

投資有価証券（※１）
その他有価証券 28,755 28,755 ―
資 産 計 28,755 28,755 ―

社債 40,000 39,533 △466
長期借入金 37,145 37,375 230
リース債務 14,515 15,070 554
長期預り保証金（※２） 1,551 1,523 △27

負 債 計 93,212 93,503 291
デリバティブ取引（※３）

ヘッジ会計が適用されていないもの ― ― ―
ヘッジ会計が適用されているもの 2,102 2,102 ―
デリバティブ取引計 2,102 2,102 ―

（単位：百万円）
区分 当連結会計年度

非上場株式 9,526

２. 金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。
　現金及び預金、受取手形及び売掛金、買掛金、電子記録債務、短期借入金（ただし、1年内返
済予定の長期借入金を除く）、コマーシャル・ペーパー、未払費用、未払法人税等は、短期間で
決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

※１ 市場価格のない株式等は含まれておりません。非上場株式の連結貸借対照表計上額は下記のとお
りであります。

※２ 営業取引に係る長期預り保証金については、取引先との取引終了や返済要請に応じて随時返済す
るものであるため、短期間で返済する場合と同様、時価は当該帳簿価額によっているため含まれ
ておりません。営業取引に係る長期預り保証金の連結貸借対照表計上額は776百万円でありま
す。

※３ デリバティブ取引によって生じた、正味の債権・債務は純額で表示しており、為替予約等の振当
処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金、買掛金と一体として処理しております。

－ 8 －
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連結注記表

（単位：百万円）
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
① 投資有価証券

その他有価証券 28,755 ― ― 28,755
資 産 計 28,755 ― ― 28,755

②   デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されていないもの ― ― ― ―
ヘッジ会計が適用されているもの ― 2,102 ― 2,102

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 計 ― 2,102 ― 2,102

（単位：百万円）
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
③   社債 ― 39,533 ― 39,533
④   長期借入金 ― 37,375 ― 37,375
⑤   リース債務 ― 15,070 ― 15,070
⑥   長期預り保証金 ― 1,523 ― 1,523

負 債 計 ― 93,503 ― 93,503

3.　金融商品の時価等及び時価のレベルごとの内訳等に関する事項
2023年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額並びにレベルごとの

時価は、次のとおりであります。

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３
つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成
される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により
算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以
外の時価の算定に係るインプットを用いて算定された時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類
しております。

(1)  時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

(2)  時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

－ 9 －
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連結注記表

（単位：百万円）
連　結　貸　借　対　照　表　計　上　額 当期末の時価当期首残高 当期増減額 当期末残高
9,337 315 9,652 46,232

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
① 投資有価証券

　株式は取引所の価格により算定しており、上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。

② デリバティブ取引
　為替予約の時価は取引金融機関より提示された時価を用いており、その時価は為替レート等
の観察可能なインプットを用いて算定されていることから、レベル２の時価に分類しております。

③ 社債
　当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味
した利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

④ 長期借入金
　元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想定される利率で割り引いて算定してお
り、レベル２の時価に分類しております。

⑤ リース債務
　元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在
価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

⑥ 長期預り保証金
　長期預り保証金の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定
しており、レベル２の時価に分類しております。

[賃貸等不動産に関する注記]
１. 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において賃貸用の建物及び土地を所有してお
ります。

２. 賃貸等不動産の時価に関する事項

（注）1.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
2.当期増減額のうち、主な増加額は設備投資（379百万円）及び用途変更による増加（467百万

円）であり、主な減少額は減価償却費（510百万円）であります。
3.当期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書等に基づく

金額であります。ただし、不動産のうち重要性の乏しい物件については、一定の評価額や適切に
市場価格を反映していると考えられる指標に基づく価額を時価としております。

－ 10 －
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連結注記表

（単位：百万円）

報告セグメント
金額

主要な売上管理区分

加工食品

家庭用調理品 81,405
業務用調理品 100,054
農産加工品 20,430
海外 58,902
その他 14,904
小　計 275,697

水産 68,995
畜産 85,755

低温物流

物流ネットワーク 104,631
地域保管 72,466
海外 63,745
その他・共通 3,363
小　計 244,207

その他（注） 6,092
顧客との契約から生じる収益　合計 680,747

不動産 4,532
その他の収益　合計 4,532

調整額 △23,075
外部顧客への売上高 662,204

[収益認識に関する注記]
１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、顧客との契約から生じる収益を顧客との契約に基づき、各セグメントを主
要な売上管理区分に分解しております。

（注） 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントで
あり、バイオサイエンス事業のほか、人事給与関連業務サービス、
緑化管理・清掃関連サービスの事業等を含んでおります。

－ 11 －



2023/05/20 17:42:53 / 22947550_株式会社ニチレイ_招集通知

連結注記表

(1) 契約負債の残高

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

１株当たり純資産額 1,757円70銭
１株当たり当期純利益 167円14銭

２. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、前述の「連結計算書類の
作成のための基本となる重要な事項に関する注記」に記載されている「収益及び費用の計上基
準」のとおりであります。なお、代金は顧客との契約に基づき、概ね1～２カ月程度で回収し
ております。

３. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

　顧客との契約から生じた契約負債の期末残高は、前述の「連結貸借対照表に関する注記」に
記載されている「流動負債その他に含まれる契約負債の残高」のとおりであります。なお、当
連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、
1,105百万円であります。

　当社グループにおいては、当初の予想契約期間が1年以内の契約であるものについては、実
務上の便法を適用し記載を省略しております。また、契約から生じる対価の中に、取引価格に
含まれていない重要な金額はありません。

[１株当たり情報に関する注記]

[重要な後発事象に関する注記]
　該当事項はありません。

－ 12 －
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個 別 注 記 表
[重要な会計方針に係る事項に関する注記]

１. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
② その他有価証券

(ｲ)市場価格のない株式等 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法
以外のもの　　　　　　　　　　 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しております。）
(ﾛ) 市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
販売用不動産 個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

２. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、賃貸用ビル及び1998年４月１日以降取得した建物
（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物につい
ては定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産
　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用
可能期間（５年）に基づいております。

(3) リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

－ 13 －
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３. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見積額を次のとおり計上しております。
① 一般債権

金融商品に関する会計基準に基づく貸倒実績率法
② 貸倒懸念債権及び破産更生債権等

金融商品に関する会計基準に基づく財務内容評価法
(2) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支払いに備えるため、当事業年度末における支給見込額を計上しており
ます。

４．収益及び費用の計上基準
当社の収益は、主に子会社からのグループ経営運営収入、受取配当金及び不動産収入となりま

す。
グループ経営運営収入については、子会社への契約内容に応じた受託業務を提供することが履

行義務であり、業務が実施された時点で当社の履行義務が充足されることから、当該時点で収益
を認識しております。受取配当金については、配当金の効力発生日をもって収益を認識しており
ます。不動産収入については、リース取引に関する会計基準に基づき、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じて収益を認識しております。

５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の対象となる金利スワップは、当該特例
処理を行うこととしております。

－ 14 －
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[会計上の見積りに関する注記]
（関係会社株式の評価）

１. 当事業年度の計算書類に計上した金額
　関係会社株式に含まれる株式会社ニチレイバイオサイエンス株式　1,088百万円

２. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

関係会社株式については、関係会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したとき
は、回収可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、相当の減額を行い、評価差額
を当該年度の損失として処理することとしております。

(2) 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
株式会社ニチレイバイオサイエンスの2023年３月31日現在の純資産は2,574百万円、有形

固定資産及び無形固定資産の合計額は2,873百万円であります。当該会社の固定資産の減損損
失が計上された場合、財政状態の悪化により実質価額が著しく低下する可能性があります。

当該会社の固定資産の評価においては、減損の兆候の判断について株式会社ニチレイバイオ
サイエンスの事業計画を利用しており、その策定には将来の需要想定に基づく、イムノクロマ
ト事業における販売数量を主要な仮定に用いております。

(3) 翌事業年度の計算書類に与える影響
イムノクロマト事業の売上高は、新型コロナウイルス及びインフルエンザの感染者数の増加

に対応した需要の動向により大きな影響を受け不確実性が高く、また新型コロナウイルスの感
染症法上の分類変更等の影響により、イムノクロマト事業における抗原検査薬等の需要が低減
し、経営環境が著しく悪化する可能性があります。

株式会社ニチレイバイオサイエンスの事業計画の大幅な未達、利用可能な企業内外の情報に
照らして、事業計画の見直しが必要と判断した場合には、翌事業年度以降の営業損益の見込み
がマイナスとなり、減損の兆候に該当する可能性があります。この場合、回収可能価額が固定
資産の帳簿価額を下回り、減損損失の認識が必要となる可能性があります。

[会計方針の変更に関する注記]
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17
日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計
基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新
たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。これによる計算書類に与える影響は
ありません。
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１. 有形固定資産の減価償却累計額 23,480百万円

関係会社の金融機関からの借入金等に対する債務保証 9,581百万円
関係会社の電子記録債務に対する債務保証 1,880百万円

合計 11,462百万円

短期金銭債権
短期金銭債務

113百万円
17,129百万円

長期金銭債務 794百万円

建物 185百万円
構築物 12百万円
機械及び装置 0百万円
工具、器具及び備品 3百万円

営業収益 16,139百万円
営業費用 942百万円
営業取引以外の取引高 1,045百万円

株式の種類 当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式 4,522,808株 1,828,501株 63株 6,351,246株

[貸借対照表に関する注記]

２. 保証債務

３. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

４. 国庫補助金等により固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳累計額

[損益計算書に関する注記]
関係会社との取引高

[株主資本等変動計算書に関する注記]
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（変動事由の概要）
　増加株式数は取締役会決議に基づく市場取引による取得1,826,400株、単元未満株式の買取請
求2,101株によるものであり、減少株式数は単元未満株式の買増請求によるものであります。
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個別注記表

繰延税金資産
貸倒引当金 127百万円
投資有価証券及び関係会社株式評価損 386百万円
減損損失 124百万円
未払事業税 13百万円
未払賞与 17百万円
その他 309百万円

繰延税金資産小計 977百万円
評価性引当額 △799百万円
繰延税金資産合計 177百万円

その他有価証券評価差額金 △3,234百万円
固定資産圧縮積立金 △227百万円
その他 △48百万円

繰延税金負債合計 △3,510百万円
繰延税金負債の純額 △3,332百万円

[税効果会計に関する注記]
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金負債

－ 17 －
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個別注記表

（単位：百万円）

属性 会社等の名称
議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関連当事者との関係 取引の内容 取引
金額 科目 期末

残高

子会社

㈱ニチレイフーズ 100.0％
運転資金の貸付、経営
指導、事務所の賃貸、
役員の兼任

経営管理その他役務
及 び 便 益 の 提 供
（注）１

3,173 ― ―

債務保証（注）２ 1,309 ― ―

㈱ニチレイフレッシュ 100.0％
運転資金の貸付、経営
指導、事務所の賃貸、
役員の兼任

経営管理その他役務
及 び 便 益 の 提 供
（注）１

1,163 ― ―

㈱ニチレイ
ロジグループ本社 100.0％

運転資金の貸付、経営
指導、事務所の賃貸、
役員の兼任

経営管理その他役務
及 び 便 益 の 提 供
（注）１

2,428 ― ―

Nichirei Holding
Holland B.V. 100.0％ 債務の保証 債務保証（注）3 6,120 ― ―

１株当たり純資産額 823円45銭
１株当たり当期純利益 72円39銭

[関連当事者との取引に関する注記]
子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1.経営管理その他役務及び便益の提供に対する対価を「グループ経営運営収入」として受領しており、

当該役務などの提供に係る当社の費用の見積額を提示し交渉のうえ決定しております。
2.同社の電子記録債務に対する銀行への債務保証であります。なお、取引金額は2023年３月31日現在

の債務保証残高であります。
3.同社の銀行借入金に対する債務保証であり、一定の料率に基づく債務保証料を受領しております。な

お、取引金額は2023年３月31日現在の債務保証残高であります。

[収益認識に関する注記]
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、前述の「重要な会計方針に係る
事項に関する注記」に記載されている「収益及び費用の計上基準」のとおりであります。

[１株当たり情報に関する注記]

[重要な後発事象に関する注記]
該当事項はありません。
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